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第２７回熊本地方裁判所委員会議事概要 

 

第１ 開催日時等 

１ 日 時 平成２４年１１月２８日（水）午後１時３０分から午後３時３０分

まで 

２ 場 所 熊本地方裁判所大会議室 

３ 出席者  

（委 員）飯尾葉子，筬島一也，蔵野信也，山悦子，佐藤善衛，永松健幹

（委員長），西村まりこ，増田久，森元末光，山崎広道，山根隆明，

横田健一（五十音順） 

（参列者）民事部裁判官，事務局長，民事首席書記官，事務局次長，民事部

主任書記官 

（庶 務）総務課長，総務課長補佐，庶務係長（書記） 

第２ 議事概要 

１ 開 会 

２ 熊本地方裁判所長あいさつ 

３ 新任委員の紹介 

４ 委員長の選出（地方裁判所委員会規則６条関係）  

 委員長に永松委員（熊本地方裁判所長）を選出した。 

 委員長は，委員長に事故があるときの代理者として，増田委員（裁判官委

員）を指名した。 

５ 意見交換 

※ 意見交換に先立ち，①DVD「配偶者からの暴力の根絶をめざして」を視

聴した後，②民事部主任書記官から「DV防止法の概要について」説明し，

③民事部裁判官が「DV事件の審理の実情について」説明した。        
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主な意見等は次のとおり 

地裁委員： この保護命令申立てを受け付けているのは，本庁だけですか。それと

も管内の支部でも受け付けてもらえるのでしょうか。 

裁 判 所： 支部でも本庁と同様に行っています。 

地裁委員： 先ほどの説明の中で，保護命令に違反すると罰金刑が科される場合が

あるというお話でしたが，熊本では，罰金刑に科された事案は何件くら

いあるのでしょうか。 

裁 判 所： 刑事事件についての統計は本日持ちあわせておりません。実際に，DV

の事件を担当していて，その中で相手方が逮捕されたという話を時々お

聞きすることはあります。今年はこれまでに２件事件当事者が逮捕され

た事案があるようです。 

地裁委員： その２件は平成２４年８月までの２１件の中に含まれているのですね。 

裁 判 所： 昨年発令した分が含まれているかも知れません。 

地裁委員： 申立件数の算定方法はどうなっていますか。例えば，事件が解決され

なかったものは，件数として翌年度に繰り越されたりするのでしょうか。 

裁 判 所： １回の申立てで退去命令を除き６か月の効力がありますので，同じ方

が６か月ごとに更新の申立てをされた場合，１年で２件カウントされる

ことがあります。 

地裁委員： 申立てができるのは，本人に限られますか。例えば，警察官や支援セ

ンターの方が代理して行うことができないのでしょうか。といいますの 

は，見るからに申立てするのが相当と思われる場合でも本人の気が弱か

ったり，マインドコントロールされていて，本人が申立てをしない場合

などもあろうかと思われます。     

裁 判 所： 法律の規定上，本人の申立てが要件となっておりますので，その点は

やむを得ないところかと思われます。実際にも，さきほど DVDにもあ
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りましたように，警察や女性センターなどが，御本人からの相談を受

けて相手方に対応したり，一時保護などの手続をされているようです。 

地裁委員： 資料の中で，平成２３年の申立件数が５３件とありますが，この５３

件というのは，保護命令を発令した件数でしょうか。それとも申立てを

受理した件数でしょうか。 

裁 判 所： 申立ての件数になります。 

地裁委員： 発令した件数は分かりますか。申立件数に対して，おおよそどのくら

いの割合で発令されているか教えてください。 

平成２３年における熊本での申立件数が５３件，これは全国から見て

多いのか，それとも少ないのか，熊本の状況が知りたいのですが。 

それと，保護命令について，６か月という期間についての基本的考え

方はどこにあるのでしょうか。また，６か月では解決できない事案とい

うのも相当あろうと思われるところ，再度更新の申立てがなされる割合

についても教えてください。 

さらに，警察の方で裁判所その他の官庁等への振り分けの基準とい

うのはどのようになっているのでしょうか。 

裁 判 所： 人口に対する申立件数の割合は，平成２３年で全国が約０．０２パー

セントであるのに対し，熊本は約０．０３パーセントでわずかながら全

国より多いことになります。 

また，申立件数に対する発令の割合についてですが，熊本地裁本庁で

は，平成２２年に５０件の申立てに対し，却下したものが２件あり，平

成２３年には，４１件の申立てに対し，却下したものが１件で，申立て

の取下げがあったものを除き，ほぼ全件について発令されています。 

なお，再度の申立ては，今年に入ってから２件ありました。 

裁 判 所： 警察における振り分けの状況については，想像するしかないのですが，
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警察に相談に行った結果を裁判所に送っていただくことになっておりま

すので，警察で逮捕したのであれば，その事実は裁判所でも把握するこ

とになります。 

警察では，手続教示をされているようで，その中で保護命令について

も教示されているようです。その上で，被害者が刑事事件として処罰を

望むかどうかを尋ねられ，被害者が刑事手続を望む場合には，警察の方

で手続をされることになるでしょう。 

望まないということであれば，警察では手続教示にとどまって，あと

は女性センター等が紹介されるようです。 

実際にも，女性センターで詳しく相談に乗っていただいてから，保護

命令の申立てを選択されて裁判所に来られるケースの方が警察から直接

裁判所に来られる方よりも多いようです。 

地裁委員： 申立件数が減ったのはなぜなんだろうと考えていました。その理由と

して，保護命令の制度が広く知れ渡って，以前なら暴力行為に及んでい

たような人でも，暴力行為等をしても無駄だと思い始めたのだろうか，

とも考えています。 

裁 判 所： 申立件数が減った理由として考えられるのは，女性センターの申立て

について，かなり選んで申し立てられているように思われます。例えば，

念のため申し立てておこう，というようなケースは最近では見られませ

ん。 

地裁委員： 申立人は女性ばかりでしょうか。 

裁 判 所： 熊本地裁では，平成１８年以降で１件だけ男性からの申立てがありま

した。全国的には，平成１８年以降ですと年間で１４ないし４１件です。

同様に女性からの申立ての件数は，年間２１００件から３１００件の間

で推移しているようです。圧倒的に女性からの申立てが多いという状況
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です。 

地裁委員： その男性からの申立てはどのような内容だったのでしょうか。やはり

女性からの暴力だったのでしょうか。 

裁 判 所： 直接，処理をしたのではありませんが，当時の担当者から聞いたとこ

ろでは，まず女性からの申立てがあり，それに対抗する形で男性から申

し立てられたもののようです。 

地裁委員： 秘匿情報に関して，公的機関等への情報提供の在り方について，裁判

所はどのようにお考えでしょうか。 

裁 判 所： 御本人が秘匿してもらいたいと言っている状況下であれば，御本人の

意向を最優先することになろうと思われます。御本人の意向に反して，

情報を提供したケースはないと思われます。 

裁 判 所： DV事件等について，今後適正に運営していくために，このようにし

たらよいのではないか等アイデアなどありましたら，御発言頂けますで

しょうか。 

地裁委員： まず，全く手続など分からない人が裁判所の入り口に入ってきて，DV

事件の受付はこちらです，というような案内は出ていますか。 

裁 判 所： 実際には，女性センターの方が同行されるケースが多いこともあって

か，窓口が分からないとして問題になったような話はないようですが，

案内の点はどうでしょうか。 

裁 判 所： DV事件に限らず，庁内の表示一般としては，現在裁判所内で検討中

でありますが，DV事件のみを対象として表示していることはありませ

ん。実際には，受付でお尋ねいただいて，御案内させていただいていま

す。 

地裁委員： 先ほど，接近禁止命令のところで，６か月間近づくなという命令がな

されるとのお話でしたが，相手が深い恨みを抱いている場合など，命令
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を無視して相手方が犯罪を犯すようなことがあるのでしょうか。 

また，１００万円という罰金が重いのか，軽いのか。市民感情として

は軽くて，これでは十分歯止めにならないのではないかとも思われます

が，その点はいかがでしょうか。 

裁 判 所： 刑の軽重はさておき，この制度の効力としては非常に強いと思ってい

ます。といいますのは，命令が出ますと警察に通知され，近づいただけ

でも犯罪になり，そこで逮捕されてしまいます。当裁判所でも今年に入

って２件逮捕されていますし，前任庁でも命令を出したその週に逮捕さ

れるという事案がありました。警察の方でもかなり一生懸命に取り組ん

でいただいていると感じています。 

我々も命令を出すときに，違反したら逮捕されるので，相手方に対し，

くれぐれもそのようなことがないように注意をするのですが，それでも

違反する人は違反してしまうのが現実です。 

地裁委員： この制度はどの程度世間的に知れ渡っているのでしょうか。もっと広

く知られるようになると，申立件数もかなり増えるのではないでしょう

か。 

裁 判 所： 制度周知の程度についてですね。 

裁 判 所： 裁判所自体で広く広報活動をしてはいませんが，手続が必要な方につ

いては，警察署や女性センター等からの手続の教示等により周知されて

いるのではないかと考えています。全国規模で統計的に見ても，事件数

の増減があるようですし，社会情勢の変化や被害者において処罰を求め

るか否かなど，保護される側の考え方などにも影響されているように思

われます。 

さらに，裁判所は司法機関ということから，申立てを待って手続が開

始されるという，受け身にならざるを得ない本質的な問題もあると思い
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ます。 

地裁委員： 事件数が減ったからといって，即座に DV事案の数が減ったとは思え

ません。むしろ，保護命令の利用者数が減ったのではないかとも考えら

れます。その意味では，本当に必要なところに知れ渡っているのか，と

いう点には疑問もあります。そもそも，DV被害のまっただ中にいる人

は，自分が暴力を受けていることが DVに当たるんだという認識がない

ことも多く，殴られて当たり前とすり込まれていたりして，それが DV

だと説明して初めて自分が DV被害者であることを認識する方もいらっ

しゃいます。ただ，以前よりも女性センターや警察もそうですけれども，

かなり詳しい手続教示をされているようです。 

委 員 長： いろいろ御質問，御意見をいただき誠にありがとうございました。本

日いただきました御意見等は，今後 DV事件の審理にいかしていきたい

と思います。 

６ 次回期日及び意見交換テーマについて 

 次回期日 

平成２５年５月８日（水）午後１時３０分から午後３時３０分まで 

 意見交換テーマ 

「民事調停制度について」 

 

 

 

 


